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論文内容要旨 
成長期において咬合の鍵となる上顎第一大臼歯の位置は、正常な咬合関係を確
立する上で重要である。上顎大臼歯部の歯槽形態は、大臼歯の萌出に伴い水平的に
も垂直的にも大きく変化し、顎骨形態の成長変化と密接に関わっているとされ、顔面
の成長や歯科矯正の治療方法に影響を与えている。よって、成長期における上顎第
一大臼歯ならびに第二大臼歯の長径と高径について評価し、その経年的変化を知る
ことは、成長発育の旺盛な思春期患者の歯科矯正臨床にとって、極めて重要であると
考える。そこで本研究では日本人児童の経年資料を用いて、顎顔面における上顎大
臼歯の後方部長径と高径における成長変化を調査した。 
本研究資料として、6～14歳までの経年的に資料採得された女子24名の側面頭部
エックス線規格写真および身長の記録を用いた。上顎第一、第二大臼歯の後方部長
径（6D、7D）と上顎第一、第二大臼歯の高径（6H,7H）および上顎骨基底部長径
（ANS-Ptm’）について計測を行い、年間増加量を各年齢間で求めた。さらに各項目
において、年間増加量についての分散分析の後、各年齢間で比較検定を行い、各計
測項目の成長に伴う変化を調べた。また、6～14歳間の増加量における各項目間の
相関について求め、成長による各項目間の関係を調べた。 
各計測項目の年間増加量において、6Dでは10～11歳時に成長のピ クーが認めら
れ、有意な変化がみられた。7Dでは6～7歳時に成長のピ クーが認められ有意な変化
がみられた。さらに 10～11歳時に再度ピ クーが認められた。6Hでは6～7歳時と 10
～11歳時にピ クーが認められ、7Hでは11～12歳時にピ クーが認められた。6～14歳
間の増加量において各項目間で相関分析を行った結果、6Hと7Dとの間でr=0.52 
(P<0.01)、7DとANS-Ptm’との間でr=0.52 (P<0.01)、6Dと7Hとの間でr=0.48 (P<0.05)、
6DとANS-Ptm’との間でr=0.45 (P<0.05)と有意な正の相関がみられた。これらより上
顎第一大臼歯と第二大臼歯の水平的変化と垂直的変化が相互に関係し、上顎第一
大臼歯部の後方容量の増加が起こっていると推察された。 
日本人女子児童における上顎第一大臼歯の後方部長径と高径で著しい変化がみ
られる時期は、共に6～7歳時と10～11歳時の2度ピ クーがみられると示唆された。 
 
論文審査要旨 
学位申請論文である「成長期の顎顔面における上顎大臼歯の経年的位置変化に
関する研究」は、日本人女子児童の経年資料を用いて、顎顔面における上顎大臼歯
の後方部長径と高径における成長変化を調査したところ、上顎第一大臼歯と第二大
臼歯の水平的変化と垂直的変化が相互に関係し、上顎第一大臼歯部後方容量の増
加が起こり、その成長による増加は 6～7歳時と 10～11歳時の 2度ピ クーがみられる
ことを示した論文である。 
 成長期において咬合の鍵となる上顎第一大臼歯の位置を評価することは、正常な
咬合関係を確立する矯正歯科臨床にとって重要である。上顎大臼歯部の歯槽形態は、
大臼歯の萌出に伴い大きく変化し、顎骨形態の成長変化と複雑に関わっており、顔面
成長や歯科矯正治療に影響を与える。そこで、上顎大臼歯部の後方容量である上顎
大臼歯後方部の長径と高径について追究し、その経年的変化を知ることは、今後の
成長発育の旺盛な思春期患者を対象とする矯正歯科臨床に貢献することが明らかで
あり、意義ある研究目的である。 
研究方法の概略は以下のとおりである。6～14歳までの経年的に資料採得された女
子24名の側面頭部エックス線規格写真および身長の記録を用いて調査を行っている。
計測は、上顎第一、第二大臼歯の後方部長径と上顎第一、第二大臼歯の高径および
上顎骨基底部長径について行われ、年間増加量を各年齢間で求めた。各項目にお
いて、年間増加量についての分散分析の後、各年齢間でBonferroni法にて比較検定
を行い、各計測項目の成長に伴う変化を調べた。さらに、6～14歳間の増加量におけ
る各項目間の相関についてはピアソンの積率相関分析にて、成長による各項目間の
関係も調べた。また上顎第一大臼歯後方部長径と高径の計測値を用いてパーセンタ
イル図表を作成した。これらの方法は歯科矯正学および解剖学の文献や既存の方法
に基づき妥当であり、適切な解析手法により調査が行われている。 
従来顎顔面頭蓋における各部位の大きさについては報告されているものの、縦断
資料を用いて毎年の上顎大臼歯後方容量について追跡調査した報告はない。本論
文では、これまで未解明であった日本人女子児童における上顎第一大臼歯の後方部
長径と高径で著しい変化のみられる時期が、共に 6～7歳時と 10～11歳時であり、2
度ピ クーがみられること、また上顎第一大臼歯と第二大臼歯の水平的変化と垂直的変
化が相互に関係し、上顎大臼歯部の後方容量の増加が起こっていることを、適切な統
計学的手法により明快に導き出した。このことは、新しく見出した点であり高く評価でき
る。さらに、上顎第一大臼歯の位置について、パーセンタイル図表の作成により経年
的変化を示したことは、歯科矯正臨床にとってオリジナリティを持った有用な内容で、
極めて臨床的な示唆に富んでいることから、今後の日常の矯正歯科臨床の発展に寄
与すると考える。 
本審査委員会は、申請者に対し、論文内容ならびに関連事項について口頭試問を
以て行われ、結果の解釈およびその表示法について指摘がなされ、それに対する一
部の修正を含め十分な回答が得られることを確認した。さらにこれらの結果は、臨床的
に歯科矯正治療の長期的管理を行う上で、有用な示唆を与えるものであると認めた。
よって、本審査委員会は申請者の博士論文が博士（歯学）の学位に十分値するものと
認めた。 
 
2015年12月24日 
主 査：河田俊嗣 教授 
副 査：玉置勝司 教授 
副 査：猿田樹理 准教授
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緒 言 
 
成長期において咬合の鍵となる上顎第一大臼歯の位置は、正常な咬合関係を
確立する上で重要である
１）
。上顎大臼歯部の歯槽形態は大臼歯の萌出に伴い水平
的にも垂直的にも大きく変化し
２）
、顎骨形態の成長変化と密接に関わっていると
されている
3)
。さらに上顎大臼歯の高径については下顎下縁平面の変化に影響し
4,5)
、顔面の成長や矯正歯科治療の方法に影響を与えると報告されている
6_10)
。
以上より、成長期における上顎第一大臼歯ならびに第二大臼歯の長径と高径を
評価し、その経年的変化を知ることは、成長発育の旺盛な思春期患者の歯科矯
正臨床にとって、極めて重要であると考える。 
近年、歯科矯正用アンカースクリューなどを利用したスケレタルアンカレッ
ジの普及に伴い、これまで困難とされてきた上顎大臼歯の遠心移動や圧下移動
が予知的に行えるようになってきた。このような治療技術の向上に伴い、上顎
大臼歯部の後方容量の評価がより重要となってきていると考えられる。 
歯槽部を含め、顎骨の成長の発現時期と程度には個体差が存在することが広
く知られており
11)
、横断的資料
12,13)
ではなく縦断的資料による成長の研究
14)
が
報告されている。縦断資料は横断資料と比べ標本数に限りがあり資料採得に長
い年月を要することなど、その蒐集はより難しく、資料としてとても貴重な資
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料である。経年資料としてCase Western Reserve UniversityのBoltons 
standards
15)
やUniversity of TorontoのBurlington Growth Study
16)
が広く知
られているが、日本でも成長発育期の経年資料が採得されており、そのうちの
一つが昭和40年より神奈川歯科大学で蒐集された資料
17_20)
である。 
以上より本研究では、日本人児童の成長期の経年資料を用いて、上顎大臼歯
の後方部長径と高径における経年的変化について調査を行った。 
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資料ならびに方法 
 
1. 研究資料 
本研究に用いた資料は、6歳から 14歳までの経年的に採得した女子 24名の
側面頭部エックス線規格写真ならびに身長の記録である。本資料は神奈川歯科
大学矯正学教室において、横須賀市在住の昭和40年度就学児童を対象者として、
歯科学的な健康管理を倫理的に行うことを目的に、検査目的および検査方法を
保護者に十分に説明し、理解と協力の得られた者の経年資料である。資料採得
初年度の平均年齢は、6歳7か月であった。また本資料は以下の条件を満たすも
のを選択した。 
1）全身所見に異常を認めず、また歯科矯正治療および咬合誘導治療の経験が無
いこと。 
2）14歳時に前歯部の被蓋関係がオーバージェット、オーバーバイトともに   
2～4mmであること。 
3）14歳時に臼歯関係がAngle ClassⅠであること。 
4）智歯を除いた欠損歯や過剰歯など歯数の異常が無いこと。 
5）前歯部と第一大臼歯に歯冠補綴装置が無いこと。 
 尚、資料を使用するにあたっては、神奈川歯科大学研究倫理審査委員会によ
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る承認を受け、計測を実施した（承認番号：318番）。 
 
2. 計測方法および計測項目 
 上顎大臼歯の位置および上顎大臼歯後方歯槽部を計測するため、側面頭部 
エックス線規格写真のトレースを行い、デジタルノギスを用いて以下の計測を
行った。トレースおよび計測は同一の計測担当者が行い、計測については全て
の計測項目において、1週間の間隔を空けて各3回計測し、その平均値を計測値
として利用した。 
1) 側面頭部エックス線規格写真分析を行うにあたり、前鼻棘（ANS）と後鼻棘
（PNS）を結んだpalatal planeを基準平面として設定した（図1）。 
2) 計測点（図1） 
(1) 6’：上顎第一大臼歯歯冠遠心最大豊隆部（6）からpalatal planeに下ろ
した垂線との交点 
(2) 7’：上顎第二大臼歯歯冠遠心最大豊隆部（7）からpalatal planeに下ろ
した垂線との交点 
(3) Ptm’：Ptm（翼口蓋窩最下点）からpalatal planeに下ろした垂線との
交点 
3) 計測項目 
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(1) 上顎大臼歯後方部長径（水平的距離計測）：各歯の歯冠遠心最大豊隆部
（6,7）からpalatal planeに下ろした垂線との交点（6’,7’）とPtmからpalatal 
planeに下ろした垂線との交点（Ptm’）間の距離（図2） 
(a)上顎第一大臼歯後方部長径（6D）：6’-Ptm’間の距離 
(b)上顎第二大臼歯後方部長径（7D）：7’-Ptm’間の距離 
(2) 上顎大臼歯部高径（垂直的距離計測）：各歯の歯冠遠心最大豊隆部から
palatal planeに下ろした垂線との交点までの距離（図3） 
(a)上顎第一大臼歯高径（6H）：6-6’間の距離 
(b)上顎第二大臼歯高径（7H）：7-7’間の距離 
(3) 上顎骨基底部長径（ANS-Ptm’）：ANSとPtm’間の距離（図1） 
なお、1)~3)の計測項目について、左右側の計測値を平均したものを計測値とし
た。 
 
3．上顎大臼歯の位置および歯槽部の成長変化の検討  
成長に伴う上顎大臼歯の位置変化および歯槽部変化を調べるため、次の統計
処理を行った。 
各年齢時における計測値の平均値および標準偏差を求めた。6Dと6Hの計測
値においては、パーセンタイル値（10,25,50,75,90パーセンタイル値）を求め、
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パーセンタイル曲線を作製した。 
また、個人における計測値の年間増加量を各年齢間で求め、その平均値を算
出した。各計測項目において、年間増加量についての分散分析を行い、さらに
年齢間で比較検定（Bonferroni法）を行い、各計測項目の成長に伴う変化を調
べた。身長の記録についても、同様な統計処理を行った。 
6-14歳間の増加量における身長を含めた各項目間の相関（Pearson相関分析）
について求め、成長による各項目間の関係を調べた。 
統計には、統計解析ソフトウェア（SPSS 21.0, SPSS Inc, USA）を使用した。 
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結果 
 
1. 水平的距離計測 
1) 上顎第一大臼歯後方部長径（6D）（表1,2, 図4,5） 
6Dにおいて、平均値では6～14歳時にかけて8.26 mmの経年的増加が認め
られた。また、パーセンタイル曲線からも経年的増加が示された。年間増加量
は10～11歳時に2.05mmの最大値を示した。年間増加量において各年齢間で多
重比較検定を行った結果、連続した各年齢間で有意差がみられたのは、8～9歳
時と9～10歳時の間（P<0.01）と、10～11歳時と11～12歳時の間（P<0.01）
であった。 
2) 上顎第二大臼歯後方部長径（7D）（表1, 2, 図6） 
7Dにおいて、平均値では 6～14歳時にかけて 3.44mmの経年的増加が認め
られた。年間増加量は6～7歳時に0.84mm、10～11歳時に0.75mmとピーク
の時期が２回みられた。年間増加量において連続した各年齢間で有意差がみら
れたのは、6～7歳時と7～8歳時の間（P<0.05）であった。 
3) 上顎骨基底部長径（ANS-Ptm’）（表1, 2, 図7） 
ANS-Ptm’において、平均値では6～14歳時にかけて7.43mmの経年的増加が
認められた。年間増加量は8～9歳時に1.35mmの最大値を示した。年間増加量
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において連続した各年齢間での有意差はみられなかった。 
 
2. 垂直的距離計測 
1) 上顎第一大臼歯高径（6H）（表1, 2, 図8,9） 
6Hにおいて、平均値では 6～14歳時にかけて 9.80mmの経年的増加が認め
られた。また、パーセンタイル曲線からも経年的増加が示された。年間増加量
は6～7歳時に2.12mm、10～11歳時に1.41mmとピークの時期が二回みられ
た。年間増加量において連続した各年齢間での有意差はみられなかった。 
2) 上顎第二大臼歯高径（7H）（表1, 2, 図10） 
7Hにおいて、平均値では6～14歳時にかけて18.55mmの経年的増加が認め
られた。年間増加量は11～12歳時に3.19mmの最大値を示した。年間増加量に
おいて連続した各年齢時間での有意差はみられなかった。 
 
3．身長測定（表3, 4, 図11） 
身長の年間増加量は、10～11歳時に 7.23cmと最大値が認められた。年間増
加量において各年齢間で多重比較検定を行った結果、連続した各年齢間で有意
差がみられたのは、10～11歳時と11～12歳時の間（P<0.01）と、11～12歳時
と12～13歳時の間（P<0.05）であった。 
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4．6～14歳間の増加量における各項目間の相関（表5） 
6～14歳間の増加量において各項目間で相関分析を行った結果、6Hと7Dと
の間で r=0.52 (P<0.01)、7Dと ANS-Ptm’との間で r=0.52 (P<0.01)、6Dと
7Hとの間でr=0.48 (P<0.05)、6DとANS-Ptm’との間でr=0.45 (P<0.05)と有
意な相関がみられた。 
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考 察 
 
1. 資料について 
本研究に用いた対象ならびに資料については過去に報告がされており、身長
体重の記録を同時代の他の集団におけるデータと比較したが有意差はなく、対
象の全身成長様相は日本人児童のそれを代表している
17)
。また、側面頭部エッ
クス線規格写真分析において計測値は正規分布しており、統計処理を行ううえ
で資料の妥当性は確認されている
18)
。 
過去、顎顔面頭蓋の成長発育を知る目的で、飯塚
13)
、坂本
21.22)
らは成長発育
期の個体より側面セファロを採得し、これらの資料を用いてセファロ分析の基
準値が作製された。これらは現時点においても矯正臨床の貴重な基準として広
く利用されているが、横断資料による基準値であること、各発育段階の資料数
が最も少ないステージでは13～15名と客観的評価には不十分であること、現代
人との世代差があるなどいくつかの問題点がみられる。しかしながら近年は、
放射線被曝や医学、倫理、社会的な制約が多く、一般集団の成長期の資料を採
得することは極めて困難な時代を迎えており、これら成長発育に関する過去の
資料にはいくつかの問題点はあるが、貴重な資料であることには変わりはない
と考える。さらに、歯槽部を含め顎骨の成長の発現時期と程度には個体差が存
11 
 
 
在することから、縦断資料による成長の研究
14)
が報告されている。縦断資料は
横断資料と比べ標本数に限りがあり、資料採得に長い年月を要する。また放射
線被爆や医学、倫理、社会的な様々な制約により今後同様な資料の蒐集が非常
に困難と考えられる。したがって正常咬合者の長期的な縦断資料として採得さ
れた本資料は、資料数や時代差など問題はあるものの、現時点においても顎顔
面の成長研究にとって貴重な資料であると考える。 
また、本研究で女子のみの資料を使用した理由は、成長による変化を評価す
るにあたり男子は14歳以降にも成長が続くため、6～14歳までの男子の資料に
おいて成長変化の全容を評価することは難しいと考える。よって、本研究では
14歳までに成長がほぼ終了する女子の6～14歳時の資料を用いて、成長変化の
評価を行った。 
頭部エックス線規格写真の分析において、計測誤差が大きいと計測値の信頼
性が失われるため、その計測誤差がどの程度であるか知る必要がある。そこで
過去の報告
19)
より、0.3mmのトレース用グラフペンシルで任意の直線を引くと
き、その直線が計測点の周辺に接すると想定すれば、最大0.6mmの範囲を考慮
する必要がある。以上のことから、3回の計測の平均に対して推測される誤差は、
最大約0.35mm（0.6/√3）であり、充分な精度が確保されていると考えられる。 
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2. 上顎第一大臼歯の顎顔面における位置について 
成長発育期において咬合の鍵となる上顎大臼歯の正常な位置を知ることは、
成長発育の旺盛な思春期患者の矯正臨床にとって、きわめて重要であると考え
る。 
顎顔面における上顎第一大臼歯の水平的位置については、過去の報告で9歳時
の上顎第一大臼歯からPTV（翼口蓋窩後縁接点）までの距離（U6-PTV）は11mm
であった
23)
。計測点の違いがあるが、本研究では上顎第一大臼歯の水平的位置
を示す6Dは、9歳時で8.54mmであった。過去の報告と比較すると本研究結果
が約2.5mm小さかった。また別の報告では上顎第一大臼歯からPtm’までの距
離（Ptm’-Ms’）は、7.7歳時で11.73mm、10.3歳時で14.08mm、12.11歳時
で17.64mmであった
21)
。計測点の違いがあるが、本研究では６Dにおいて8
歳時で7.73mm、10歳時で10.09mm、13歳時で14.21mmと過去の報告と比
較すると本研究結果が約3.5-4mm小さかった。 
顎顔面における上顎第一大臼歯の垂直的位置については、計測点の違いがあ
るが、過去の報告で上顎第一大臼歯からpalatal planeまでの距離（Mo-Ms）が、
7.7歳時で17.28mm、10.3歳時で19.88mm、12.11歳時で22.6mmであった
21)
。本研究では、上顎第一大臼歯の垂直的位置を示す6Hは8歳時で11.30mm、
10歳時で13.68mm、13歳時で16.91mmであった。過去の報告と比較すると
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約6mm本研究結果が小さかった。しかしながら、上顎第一大臼歯の水平的位置
ならびに垂直的位置ともに、計測点の違いと本研究結果の標準偏差を考慮すれ
ば、過去の報告と同様な結果であったと考えられる。 
 
3. 上顎大臼歯の成長による位置変化について 
水平的距離計測を行った6D、7D、ANS-Ptm’の全ての項目において経年的
増加が認められた。6Dについては10～11歳時に最も増加量が多く、8～9歳と
9～10歳時の年間増加量間、10～11歳と11～12歳時の年間増加量間において
有意差がみられたことより、6Dでは9～10歳時に著しい増加が開始し、10～11
歳時に増加のピークが起こっていたと考えられる。同様な研究結果として三谷
14)
は、上顎第一大臼歯歯冠の上顎骨後縁に対する深さの成長を検討し、年間成
長量の急増と最大年間成長量の発現が女子では9歳代であったと報告している。
7Dでは、6～7歳と10～11歳時に著しい増加がみられた。6～7歳と7～8歳時
の年間増加量間で有意差がみられたことより、7Dでは6～7歳時に一度著しい
成長がみられ、再度10～11歳時にピークを迎えると考えられる。ANS-Ptm’
では、8～9歳時に成長のピークがみられた。 
本研究の水平的距離の増加については、大臼歯を計測点として参照し検討し
たことより、6Dの増加には歯槽骨の後方への成長とともにleeway spaceによ
14 
 
 
る大臼歯の近心への移動が関わっていると考えられる。歯列弓の寸法変化と、
歯の生理的近心移動についての調査は多くみられる
24_26)
。大坪ら
27)
は、歯齢Ⅲ
B期の側方歯群の交換により歯列弓の減少が起こると述べている。また、上顎
歯列の上顎歯槽基底部上における位置変化について、成長は著しい上顎結節の
骨添加によるものであるが、同時に年齢に伴う第一大臼歯の生理的な近心傾斜
によっても生じると考えられ
2,26)
、上顎歯槽基底部の成長量は第二、第三大臼歯
の萌出余地を拡大するためにもきわめて重要であることが報告されている
14,28)
。
本研究においても、6～14歳間の増加量においてANS-Ptm’に対して6Dの方
が0.83mm大きい値を示していることから、歯槽骨は後方へ成長し、さらに
leeway spaceによる第一大臼歯の近心への移動が生じることによって、水平的
距離の増加が起こっていたと考える。また、ANS-Ptm’と6D（r=0.45）、ANS-Ptm’
と7D（r=0.52）との間に相関がみられたことより、6～14歳間においては上顎
骨の水平的成長は上顎第一大臼歯部の歯槽骨の後方への成長によるところが大
きく、上顎第一大臼歯部の後方容量の増加が起こっていると考えられる。 
垂直的距離計測を行った6H、7Hにおいて経年的増加がみられた。過去に上
顎後方歯槽高径の増加は思春期成長中に2度みられたと報告されており
5)
、本研
究においても、6Hについては6～7歳時に最も年間増加量が多く、次いで10-11
歳時に再度ピークがみられた。さらに7Hでは、11～12歳時に成長のピークが
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みられた。これらより、上顎第一大臼歯の著しい萌出によって6～7歳時に6H
のピークがみられ、また上顎第二大臼歯の著しい萌出により11～12歳時に7H
のピークがみられたと考える。さらには上顎第二小臼歯と第二大臼歯の萌出に
よる影響で、10～11歳時に再度6Hのピークがみられたことが推察できる。Arat
ら
7,29)
はupper posterior alveolar heightsはearly stage (10.3～12.1歳)とlate 
stage (15～16.7歳)の2群間では差が認められなかったことにより、early stage
の期間またはそれ以前に成長のピークがあり、その後のlate stageには著しい
成長はみられないと報告している。また石膏模型による上顎ならびに口蓋の研
究においても、歯が萌出することにより口蓋容積は非常に増加し、さらに口蓋
容積の大きな増加によって歯槽骨も大きく成長していることが報告されている
30)
。また上顎第二小臼歯部高径は10歳から増加がみられ、さらに10～11歳時
に第一大臼歯部周辺である口蓋後方部の口蓋高径が著しく増加していたとも報
告されている
31)
。本研究においても、6Hで10～11歳時に成長のピークがみら
れた。成長の増加傾向は12歳以前であり、それ以降の成長は減少傾向であった。 
6～14歳間の増加量における各項目間の相関分析の結果、各計測項目と身長と
の間に有意な相関は認められなかった。過去に身長と顎顔面頭蓋との相対成長
が報告されており
32,33)
、特に下顎の大きさに身長との強い相関がみられていた
17)
。本研究では身長と上顎骨基底部の成長変化には、有意な相関がみられなか
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った。上顎複合体の成長様式は、身長や下顎の成長様式とは異なり、頭蓋と結
合しているためneural typeに属する脳頭蓋の成長様式に影響を受けていると
考えられる。同様に上顎大臼歯の成長による位置変化についても、身長との相
関関係は弱いと考えられ、本研究でも有意な相関は認められなかった。 
また、水平的距離計測の6Dと7Dとの間と、同様に垂直的距離計測の6Hと
7Hとの間に有意な相関が認められなかった。今回対象とした経年資料の採得開
始年齢は6歳であり、上顎第一大臼歯は萌出過程あるいは咬合に達しており、
一方の第二大臼歯は歯胚の形成過程で萌出を開始していない状態であった。し
たがって第一大臼歯と第二大臼歯の成長変化には、両者が関連性を持つ時期と
そうでない時期があり、有意な相関関係が示されなかったと考えられる。さら
に、上顎第一大臼歯6Dと6Hとの間ならびに上顎第二大臼歯7Dと7Hとの間
に相関がみられなかったことより、水平的変化と垂直的変化の両者は関連し変
化するものの、同期して起こる現象ではないと考えられる。 
以上の上顎大臼歯部の垂直的ならびに水平的な成長変化の調査結果を踏まえ
ると、主に歯槽基底部の後方への成長とleeway spaceによる第一大臼歯の近心
移動が、後方に控える上顎大臼歯の後方容量を確保するためには重要であり、
6Dと7Dの年間増加量を比較すると同様に10～11歳時にピークが認められた。
また、7Dと6Hの変化をみてみると、6～7歳時にともに著しい増加がみられ、
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さらに7Dと6Hとの間に有意な相関が認められたことより、上顎第一大臼歯の
萌出に伴い、後方に控える第二大臼歯のための後方容量が増大したことが関係
していると推察された。6Dと7Dに関しては10～11歳時にピークが認められ、
この時期が上顎大臼歯後方部長径の増加が旺盛な時期と考えられるが、第一大
臼歯の垂直的位置を示す6Hに関しても同期してピークが認められた。この6H
の増加については、後方の7Hにも10～11歳、11～12歳時に大きな増加がみ
られたことと、7Hと6Dとの間に有意な相関が認められたことから、これらの
時期は歯槽部の後方容量として深さと高さを増大させ、上顎第二大臼歯の萌出
の環境を整えていると推察された。Enlow
2,34)
は、上顎骨の変化において深さは
上顎結節への骨の添加、高さは歯の萌出に伴って起きる歯槽突起の自由縁部へ
の骨の添加が主体となり、深さ・高さが増加すると述べており、本研究の結果
も同様な成長変化と考えられる。 
 
4. 本研究の臨床応用について 
 最近、歯科矯正用アンカースクリューなどを利用したスケレタルアンカレ
ッジの普及により、従来困難とされてきた大臼歯遠心移動が広く行われるよう
になってきた。しかし、日本人は上顎大臼歯部後方の容量が小さく
23)
、大臼歯
の遠心移動量に限界があることが多いとされる。予知性のない上顎大臼歯の遠
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心移動は、第二大臼歯の上顎結節歯槽部からの逸脱や歯肉退縮を招き、さらに
は後方歯の萌出スペースが減少し、いわゆるposterior discrepancy
6,35,36)
を引き
起こす可能性がある。 
根津ら
23,37)
は上顎大臼歯の後方容量に関して、日本人のclinical normを作製
し、上顎第一大臼歯からPTVまでの距離（U6-PTV）は0.9mm/１yearで増加
し、日本人のclinical normは年齢+2.0ｍｍであると報告している。この距離が
小さい場合は上顎第一大臼歯を遠心移動することはできず、必要以上に遠心移
動を行うと上顎第二大臼歯の萌出スペースが不足し、将来第二大臼歯の萌出不
全が起こる危険性を指摘している。 
したがって、上顎第一大臼歯の遠心移動を計画する際は、上顎大臼歯の位置
ならびに大臼歯部歯槽の後方容量を適確に診断し、把握することが重要と考え
る。本研究結果では、水平的成長について6D、7Dともに11歳以降で年間増加
量の減少傾向がみられることより、後方容量については11歳から12歳以降の
著しい増加は期待できないことから、臨床上、6～12歳時が上顎大臼歯の遠心移
動についての診断に重要な時期と考える。例えば、臼歯関係の改善のため上顎
第一大臼歯の遠心移動が必要な場合、11歳以前であれば診断時には後方容量が
不十分であっても、成長による後方容量の増加を期待できる可能性がある。具
体的には本研究の計測値より作製したパーセンタイル曲線を利用し、診断時の
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上顎第一大臼歯後方部長径（6D）を評価することにより、後方容量の増加を期
待するだけではなく、後方容量が不十分と判断された場合は、過剰な上顎第一
大臼歯の遠心移動による上顎第二大臼歯の埋伏や萌出不全、萌出異常などの防
止に役立つと考える。さらに歯科矯正用アンカースクリューなどを利用したス
ケレタルアンカレッジの適用により、従来より困難とされていた大臼歯の圧下
が可能となってきた。これまで前歯部開咬症例に対し、抜歯によるカモフラー
ジュ治療や外科的矯正治療が行われてきたが、最近ではスケレタルアンカレッ
ジにより大臼歯の圧下を行うことで下顎を前方回転させ前歯部開咬の改善を図
る報告もみられる
3,38_40)
。開咬症例は前歯部被蓋が適正なその他の不正咬合症例
と比較して上顎大臼歯の歯槽高径が大きい症例が多く
6,41)
、治療に際しては上顎
大臼歯高径ならびに歯槽高径を診断することが重要と考える。本研究結果より、
上顎第一大臼歯高径(6H）から垂直的成長を考えると、6Hでは11歳以降の年間
増加量が減少傾向であることから、10歳から12歳の間が垂直成長に重要な時
期と考えられる。臨床上、成長期の大臼歯をコントロールするためには、この
時期までの大臼歯のコントロールが、顎顔面成長に大きく影響されると思われ
る。また、歯科矯正用アンカースクリューなどを利用したスケレタルアンカレ
ッジを含めた成長期の大臼歯の垂直的コントロールを行う際、本研究で作製し
たパーセンタイル曲線による上顎第一大臼歯高径（6H）の評価が圧下などの力
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系の決定に役立つと考える。 
しかしながら、顎顔面の成長は様々な要因の影響を受け、個体差も大きいこ
とから、今後は顎顔面における個人の成長量ならびに成長様式を調査し、上顎
大臼歯の位置変化および歯槽成長についての予測を目的に、経年資料の解析を
検討したいと考えている。 
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 結論 
 
 日本人女子児童の経年資料を用いて、顎顔面における上顎大臼歯部の垂直的な
らびに水平的位置変化を調査したところ、上顎第一大臼歯後方部長径と上顎第
一大臼歯高径ともに著しい変化がみられる時期は共に6～7歳時と10～11歳時
であり、2度ピークがみられると示唆された。 
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付図説明 
図1 側面頭部エックス線規格写真トレースにおける各計測点と距離的計測項目 
前鼻棘（ANS）と後鼻棘（PNS）を結んだpalatal planeを基準平面として
設定 
・6’:上顎第一大臼歯歯冠遠心最大豊隆部（6）からpalatal planeに下ろした
垂線との交点 
・7’：上顎第二大臼歯歯冠遠心最大豊隆部（7）からpalatal planeに下ろした
垂線との交点 
・Ptm’：Ptm（翼口蓋窩最下点）からpalatal planeに下ろした垂線との交点 
・ANS-Ptm’：ANSとPtm’間の距離  
図2 側面頭部エックス線規格写真トレースにおける水平的距離的計測項目 
・上顎第一大臼歯後方部長径（6D）：6’-Ptm’間の距離 
・上顎第二大臼歯後方部長径（7D）：7’-Ptm’間の距離 
図3 側面頭部エックス線規格写真トレースにおける垂直的距離的計測項目 
・上顎第一大臼歯高径（6H）：6-6’間の距離 
・上顎第二大臼歯高径（7H）：7-7’間の距離 
図4 上顎第一大臼歯後方部長径（6D）の年間増加量 （**：P＜0.01）  
図5 6Dにおけるパーセンタイル曲線 
29 
 
 
図6 上顎第二大臼歯後方部長径（7D）の年間増加量 （*：P＜0.05） 
図7 上顎骨基底部長径（ANS-Ptm’）の年間増加量 
図8 上顎第一大臼歯高径（6H）の年間増加量 
図9 6Hにおけるパーセンタイル曲線 
図10 上顎第二大臼歯高径（7H）の年間増加量 
図11 身長の年間増加量 （*：P＜0.05, **：P＜0.01） 
表1 各解剖学的計測項目における年齢別計測平均値と標準偏差 （N=24） 
表2 各解剖学的計測項目における年間増加量の平均値と標準偏差 （N=24） 
表3 身長の平均値と標準偏差 （N=24）  
表4 身長における年間増加量の平均値と標準偏差 （N=24）  
表5 6-14歳間の増加量における各項目間の相関 （*：P＜0.05, **：P＜0.01） 
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